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要　旨
　本稿では，災害発生時に要配慮者が避難生活を送る福祉避難所について，関係法等に
おける定義と運用に関する諸規定からその所期の目的を確認し，福祉避難所構想の端緒
となった阪神・淡路大震災における要配慮者の避難状況を概観した．その上で，近年の
大規模災害発生時に福祉避難所が適切に利用されていない状況を踏まえ，発災時に要配
慮者が円滑に利用するために必要な要素について考察した．福祉避難所に関する法制度
が整備され，運営マニュアルを作成したとしても，発災時に要配慮者が利用できないの
であればそれらは意味をなさない．自治体においては地域の要配慮者の属性に応じた福
祉避難所の指定にとどまらず，地域特性を踏まえたマニュアルを作成し，平時から地域
住民とともにシミュレーションと訓練を行い，地域ぐるみで発災時に備えることが求め
られている．
キーワード：福祉避難所，要配慮者，大規模災害，地域特性
　Ⅰ．はじめに
　日本では阪神・淡路大震災（1995），新潟県中越地震（2004），東日本大震災（2011）をはじめ
として，ここ数年でも熊本地震（2016），大阪府北部地震（2018），北海道胆振東部地震（2018）
など，大規模地震が全国で連続して発生する状況が続いている．さらに 2018年 2月の文部科学
省の地震調査委員会の発表によれば，今後 30年間で，最大マグニチュード 9クラスの南海トラ
フ地震が発生する確率は 70～ 80％とされている．そして地震だけではなく，平成 29年 7月九
州北部豪雨（2017）や平成 30年 7月豪雨（2018）など，大雨による災害も毎年のように発生し
ている．
　こうした災害が発生した際に，被災者が危険を回避するために一時的に生活を行う場所として
避難所がある．東日本大震災では，発災 3日目には 1,250か所の避難所が開設され，最大
468,600人の避難者が避難していた1）．そして，避難所の中でも主として高齢者，障害者，乳幼
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児などの特に配慮の必要な者（以下，要配慮者）を滞在させるものとして，いわゆる福祉避難所
がある．設備や支援体制について特に整備された避難所であるため，被災した要配慮者にとって
安心して身を寄せることができる場所だといえる．
　昨今の大規模災害の発生に伴い，2016（平成 28）年 10月時点での全国の避難所設置数は 
92,561 件で，2014（平成 26）年 10月の調査時点よりも 44,547 件増加している．また，福祉避
難所の設置数は 20,185 件で，2014（平成 26）年 10月の調査時点よりも 12,538 件増加してい
る 2）．
　しかし，災害発生時に福祉避難所が適切に利用されているかというと，必ずしもそうではな
い．熊本地震では，一般の避難所と福祉避難所の違いが十分に周知されていなかったため， 福祉
避難所の利用の対象者としては想定されていなかった一般の避難者が，福祉避難所に 直接避難
する事例が多く見受けられた2）．北海道胆振東部地震では，福祉避難所の開設状況や避難の方法
等について，要配慮者へ情報が行き届かず，結果的に自宅に留まらざるを得ない事例があっ
た 3）．
　このように，制度として福祉避難所の指定が進んでも，発災時に要配慮者が利用できないので
あれば，それは行政側の運用に問題があるといわざるを得ない．本稿では福祉避難所構想の初出
となった阪神・淡路大震災における避難所の状況もふり返りながら，福祉避難所の所期の目的を
今一度明らかにし，その円滑な利用のために必要な要素について考察する．
　なお，福祉避難所に関する近年の先行研究では，緊急避難期における要配慮者の受け入れに着
目したものが多くある．要配慮者の特性ごとに福祉避難所までの避難行動や避難所の滞在期間を
分析した研究（岡田ほか，2017），社会福祉施設が物理的な要因以外に被災者の受け入れを困難
と考える理由の類型化等を通じて，福祉避難所として機能するための対策を提言している研究
（田原ほか，2012）などは，要配慮者が配慮を要する特性に応じた避難所へ迅速に避難し一定期
間滞在するために必要な要件を述べている．中でも，熊本地震において福祉避難所を開設した施
設に対してヒアリングを行い，福祉避難所への避難過程の課題，福祉避難所の開設に必要な物資
や人員の支援体制，要配慮者と福祉避難所とのマッチングについての課題など幅広い課題を明ら
かにした研究（高尾ほか，2017）は，発災直後の要配慮者の避難支援を検討するうえで貴重であ
る．
　このほか江原（2006）は，福祉避難所が機能するための要件として福祉避難所の情報アクセ
ス，避難生活を支える物的資源，マンパワーなど平時からの備えを重視するとともに，発災時の
福祉避難所の管理運営には地域に存する人的・物的資源を最大限生かす必要性を述べている．こ
れは，広域大災害であれば被災地外からの支援や応援が遅れる可能性があることや，支援者たる
施設職員自らが被災者・災害弱者となりうることを想定した提言といえる．また，金井ら（2016）
は，大規模災害発生時には福祉避難所の開設自体が危ぶまれる現状があることに言及している．
吉田（2014）も，要配慮者家族自身が被災者でありながら同時に支援者となりうる状況の中で，
外部からの支援を待てるようにすることの重要性を指摘している．
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　これらに比べ本稿は，繰り返される大規模災害の経験を踏まえ福祉避難所に関する法制度や対
応マニュアル等が整備されてきているにもかかわらず，発災時に適時適切に開設され利用されて
いないという現状に焦点を当て，その円滑な利用に必要な要素を考察しているという点に特徴が
ある．
　Ⅱ．避難所とは
　まず，避難所および福祉避難所が，関係法令やガイドライン等の中でどのように定義され，そ
の運用について規定されているのかを確認しておきたい．
　（1）災害対策基本法
　１）避難所の指定
　避難所は，災害対策基本法（以下，災対法）第 49条の 7に基づき，災害が発生した場合に被
災者等を一時的に滞在させるための施設のことをいい，市町村長が基準に適合する公共施設その
他の施設を「指定避難所」として指定することとなっている．
　「指定避難所」の基準は以下のようになっている（災対法施行令第 20条の 6第 1号～第 4号）．
・被災者等を滞在させるために必要かつ適切な規模であること
・速やかに被災者等を受け入れ，又は生活関連物資を被災者等に配布することが可能な
構造又は設備を有すること
・想定される災害による影響が比較的少ない場所にあること
・車両その他の運搬手段による輸送が比較的容易な場所にあること
　また福祉避難所については，要配慮者を滞在させることが想定されるものとして，以下の基準
を満たすものとなっている（災対法施行令第 20条の 6第 5号，災対法施行規則第 1条の 9）．
・要配慮者の円滑な利用を確保するための措置が講じられていること
・災害時に要配慮者が相談し，助言その他の支援を受けることが出来る体制が整備されて
いること
・災害時において主として要配慮者を滞在させるために必要な居室が可能な限り確保さ
れること
　２）避難所における生活環境の整備
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　東日本大震災において多くの被災者が長期にわたる避難所生活を続ける中，心身機能の低下や
疾患の発生や悪化が見られた．これを受け，2013（平成 25）年 6月に災対法が一部改正され，
第 86条の 6に，避難所の生活環境の整備についての努力義務が規定された．具体的には，避難
所の安全性及び良好な居住性の確保，当該避難所における食糧，衣料，医薬品その他の生活関連
物資の配布，保健医療サービスの提供その他避難所に滞在する被災者の生活環境の整備に必要な
措置を講ずるよう努めることとされた．
　（2）災害救助法
　１）避難所の設置
　災害救助法は，第 4条第 1項第 1号で救助の種類の一つとして「避難所及び応急仮設住宅の供
与」を定めている．さらに「災害救助事務取扱要領」4）（以下，要領）では，避難所は原則として
指定避難所を利用することとなっているが，それだけで不足する場合には公共施設等を利用し，
それでもなお不足する時には民営の旅館又はホテル等を借り上げて設置することも，内閣府と連
絡調整を図れば実施できるとしている．
　２）福祉避難所の取り扱い
　要領では，福祉避難所の対象者は，高齢者，障害者のほか，妊産婦，乳幼児，病弱者など避難
所生活において何らかの特別な配慮を必要とする者まで含めて差し支えないこととしている．な
お，特別養護老人ホームや老人短期入所施設等の入所対象者は，介護保険法に基づく緊急入所等
を含め当該施設で対応すべきであり福祉避難所の対象者として予定していないが，緊急一時的に
福祉避難所に避難することを妨げるものではないという扱いとなっている．
　さらに，災害救助法が適用された場合においては，対象者が生活しやすい環境整備に必要であ
る仮設設備や器具等（ポータブルトイレ，手すり，仮設スロープ，パーテーション等），紙おむ
つやストーマ用装具等の消耗器材等，概ね 10人の対象者に 1人以上の生活相談員等の配置にか
かる費用について，国庫補助の対象となる．
　（3）福祉避難所の確保・運営ガイドライン5）
　１）福祉避難所として利用可能な施設
　本ガイドラインでは，福祉避難所として利用可能な施設を「バリアフリー」「支援者をより確
保しやすい施設」を主眼に置いて選定することとしている．その際，社会福祉施設等のように現
況において要配慮者の避難が可能な施設だけでなく，現況では福祉避難所としての機能を有して
いない場合でも，機能を整備することを前提に利用可能な場合を含むものとしている．このた
め，小・中学校や公民館など一般の避難所となっている施設のほか，老人福祉施設，障害者支援
施設等，児童福祉施設，保健センター，特別支援学校，宿泊施設（公共・民間）など，地域に存
する多くの施設が災害時には福祉避難所となりうる．
　こうして市町村は福祉避難所として利用可能な施設を洗い出し，使用可能なスペースの状況，
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施設・設備の状況，職員体制，受入可能人数などを調査し，整理することとしている．
　２）福祉避難所の指定
　市町村は，福祉避難所の設置・運営に関して，福祉避難所として指定する施設との間で協定を
締結しておくこととしている．その際，当該施設が特別養護老人ホームなどの入所型施設である
場合は，災害時において福祉施設として利用した場合に，入所者の処遇に甚大な支障が生じない
かどうかを確認しておく必要がある．要配慮者の支援に必要な物資・器材や専門職員の確保，要
配慮者の移送手段の確保についても協議をしておく必要があるとされている．
　さらに，市町村内の福祉避難所で対応困難になった場合，広域の福祉避難所等に一時的に要配
慮者を避難させることが想定されるため，近隣の都道府県・市町村や関係団体と協力関係を構築
しておくことの必要性も指摘している．
　３）福祉避難所の開設
　市町村は，災害が発生した場合，一般の避難所に避難してきた者の中に福祉避難所の対象とな
る者がおり，福祉避難所の開設が必要と判断する場合は，福祉避難所の施設管理者に開設を要請
する．つまり，福祉避難所は災害時にすぐに開設するものではなく，一般避難所での避難者の状
況により，市町村の判断に基づき開設される二次的避難所となる．
　Ⅲ．阪神・淡路大震災の際の避難所の状況
　（1）兵庫県における避難所の開設と被災者の状況6）
　１）指定避難所の開設
　1995（平成 7）年 1月 17日午前 5時 46分，淡路島北部を震源とするマグニチュード 7.3の阪
神・淡路大震災が発生した．
　避難所の 7割が当日に開設されたが，指定避難所以外の施設に設けられた避難所は，当初はそ
の存在を行政機関が把握することは困難であり，所在が把握されると，順次追加指定がなされる
状況であった．兵庫県における避難者数のピークは 1月 23日の 31万 6,700人，避難所数 1,152
か所であった．
　地震直後は，一人あたりのスペースが 1畳に満たず，横になることもできない場合もあった．
学校等では，体育館や教室のほか，廊下や階段の踊り場にも避難者があふれた．避難所における
集団生活は被災者間の人間関係の形成や相互扶助に有効であったが，プライバシーが確保でき
ず，被災者にとって大きなストレスとなっていたという点は否めない．
　２）要配慮者の避難所生活
　避難所生活は，要配慮者にとって困難が多いものだった．特に避難初期には，「夜中にトイレ
に行きやすい」などという理由で，廊下や階段の踊り場で生活する者もあった．これにより健康
状態の悪化も発生し，高齢者は，寒さによって肺炎を起こしたり，食生活の悪化から衰弱や脱水
症状を起こしたりした．
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　車椅子の被災者については，スペースの狭さや段差の存在が避難所生活を困難にしていた．視
覚・聴覚障害者は，救援物資の配布や相談などの情報の入手も困難であった．
　（2）兵庫県芦屋市における避難所の状況
　震災当時，筆者は芦屋市職員として勤務しており，保健福祉部高年福祉課に配属されていた．
保健福祉部は災害時，避難所の開設や救援物資の配布を担当することとなっていたため，災害対
策本部がある市役所本庁と避難所を往復し，避難所生活を送る多くの市民と接する日々が続い
た．以下，避難所の状況を中心とした当時の状況を述べる．
　１）避難所等の混乱
　芦屋市の当時の人口は約 87,000人であったが，震災により人口の約 0.5％にあたる 432人が死
亡した．市の一部区域で震度 7が観測され全壊・半壊・一部損壊の被害を受けた住家は 93.6％
を占め，発災 3日後には市内 52か所の避難所に 20,960人が避難していた7）．市役所にも多くの
市民が避難し，職員の執務室の一部も避難スペースとせざるを得ないほどだった．
　電気は発災 5日後に全域で応急復旧したが，それまでは夜間の照明もなく，多くの避難所は夜
になると真っ暗になり，被災者の不安は一層増していた．集会所などの小規模な避難所では家族
が一か所に集まり，他の避難者と少し距離を置いて過ごすことができたが，体育館などの広いス
ペースでは人と物で足の踏み場がないほどであり，プライバシーの維持などは極めて困難な状況
が続いた．
　避難所以外でも混乱があった．市民病院は負傷した人であふれ，廊下や階段などあらゆるとこ
ろに毛布が引かれ横たわる人で一杯となった．市内唯一（当時）の特別養護老人ホーム（定員
50人）には，寝たきりなどの高齢者を連れた家族が多く訪れ，こちらもあらゆるスペースに人
があふれる状況であった．いずれも医療や介護を必要とする被災者であったが，入院患者・入所
者の対応だけで職員は手一杯であり余剰要員の確保が困難だったこと，必要な物資が不足してい
たこと，水道・電気などのライフラインが破損していたことなどから，十分なケアを提供できる
状態ではなかった．
　２）要配慮者の動き
　被災者は主に公立小・中学校の体育館や校舎，地域の集会所などに避難していた．こうした施
設では要配慮者に配慮した設備が十分に整っておらず，また行政が要配慮者の所在を正確に確認
することも容易ではなかった．
　避難所へは市役所から一日に数回，定期的に救援物資を配布していたが，要配慮者はそうした
物資の受け取り等も円滑にできないことがあった．また，他の避難者との人間関係がうまくいか
ず，避難所の中で孤立する者，自宅へ戻る者も出てきた．例えば認知症の高齢者，障害を持った
子ども，乳児やその家族などである．認知症の高齢者が夜になると不安になって避難所中を徘徊
したり，障害を持った子どもが大きな声を出したり，乳児が頻繁に泣くなどした場合，周囲の避
難者とトラブルになっていた．「じっとしておけ」「静かにさせろ」などの怒号が飛び交うことも
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あった．パーテーションの用意もない広い空間で十分な生活スペースも確保できない中，避難者
全員が極度に疲労し極限の精神状態だったと推察される．
　こうしたことから避難所に居づらさを感じ退去した要配慮者は，配慮はおろか最低限必要な物
資の配付などを受けることも難しい避難生活を余儀なくされ，行政がその避難生活の様子を把握
することがさらに困難となったのである．
　３）ローラー作戦による要配慮者の把握
　上記のように，避難所生活になじむことができない要配慮者が避難所を離れ，半壊状態の自宅
に戻るというケースは少なくなかった．そうした要配慮者は物資や情報が不足する中，余震にお
びえながら，1月の酷寒の中で半壊状態の自宅で生活していた．また，自宅が全壊し他に身を寄
せるところがない要配慮者の中にも，慣れない避難所生活が限界を迎えている者もいた．
　こうした中，県職員の協力を得て，要配慮者の所在と生活状況の確認のためのローラー作戦が
実施された．市全域を細かなブロックに分け，県職員と市職員，2人一組で避難所・住家を丁寧
に確認していった．その結果，家族介護が限界になっていた高齢者，体調を崩した障害者，授乳
場所に困り自宅に戻ったが乳児の世話に必要な生活物資が入手できずに困っていた母親など，さ
まざまなケースが確認された．
　また，避難所からも少しずつ要配慮者の情報が市役所に届くようになり，徐々に要配慮者の所
在やニーズが明らかになってきた．
　４）市外の社会福祉施設への緊急一時入所
　ローラー作戦等で発見された要配慮者のうち，避難所や自宅に留まることが難しい者について
は，市外の社会福祉施設等へ緊急一時入所させることとなった．発災後，兵庫県内の他市町だけ
でなく，大阪府，滋賀県，岡山県，長崎県などから要配慮者の受入申し出があり，高齢者を中心
に一時入所の受け入れを依頼した．多くの場合，一時入所期間は 3～ 6か月程度であったが，中
には自宅に戻ることがかなわず，そのまま避難先施設で入所する者もいた．
　（3）福祉避難所構想
　このように，阪神・淡路大震災は地域に壊滅的な影響を与え，住民の生活に甚大な被害をもた
らした．そして避難所は，一般の被災者はもとより，要配慮者にとってはさらに過酷な環境だっ
たと言える．身を置くスペース，手すりやスロープなどのハード面の整備だけでなく，障害者用
トイレやベッド等の設備，紙おむつなどの生活用品，飲料や食料，必要な情報など，あらゆるも
のが不足していた．さらに先述のような他の避難者との人間関係のもつれが，要配慮者の避難生
活をより一層困難なものにさせていた．
　この教訓を生かすために発足した厚生省・災害救助研究会は，阪神・淡路大震災後の 1996（平
成 8）年 5月に「大規模災害における応急救助のあり方」をまとめた．この報告書が福祉避難所
構想の初出と言われている（北村・入部，2014）．
　同報告書では，「福祉避難所（仮称）の設置」として以下のように構想している．
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　災害発生直後，要援護者が通常の避難所に緊急的に避難することはやむを得ないとし
ても，一時的であっても安心して生活でき，福祉サービスも受けられる施設にすみやか
に避難することが必要である．また，社会福祉施設への緊急入所を円滑に進める上から
も，要援護者はできる限り社会福祉施設に避難することが必要である．このため，地方
公共団体は，地域の社会福祉施設のうちから「福祉避難所」（仮称）としてあらかじめ指
定し，その旨を要援護者をはじめ地域住民に周知しておくことが必要である．
　なお，災害の規模によっては，あらかじめ指定された「福祉避難所」（仮称）のみでは
量的に不足する場合も想定されることから，（1）福祉センター，（2）コミュニティーセ
ンター，（3）公的宿泊施設等も同様に「福祉避難所」（仮称）として位置づけ，これらの
施設に対し，介護者を配置するとともに在宅福祉サービスを提供していくことも必要で
ある．
　この福祉避難所構想の内容は，先に述べた「災害対策基本法」「災害救助法」「災害救助法事務
取扱要領」の諸規定に通じるものである．
　さらに 1997（平成 9）年 6月には厚生省から「大規模災害における応急救急の指針について」 8）
が通知され，応急救助にあたり特別な配慮を要する者への支援内容が盛り込まれた．バリアフ
リー化されていない避難所については障害者用トイレやスロープなどの仮設や相談窓口の設置を
求め，福祉避難所についてはあらかじめバリアフリー化された施設を指定することとし，その施
設の情報や避難方法を要配慮者を含む地域住民に対し周知することとしている．また福祉避難所
には相談等に当たる介助員等を配置し，日常生活上の支援を行うだけでなく，常時の介護や治療
が必要となった者については，速やかに特別養護老人ホーム等への入所や病院等への入院手続き
をとることも求めている．また要配慮者の生活必需品として，ストーマ用装具などの消耗器材に
加え，要配慮者が摂食しやすい食料の備蓄が勧められている．さらに 2002（平成 14）年 3月に
改正された同指針では，「災害が発生し必要と認められる場合には，直ちに福祉避難所を設置し，
被災した要援護者を避難させること」が明記された．
　Ⅳ．近年の災害発生時における福祉避難所の利用状況
　このように，阪神・淡路大震災を端緒として福祉避難所に求められる機能や市町村の役割は
徐々に整理され，法整備が進められてきた．しかし，ごく最近の災害時においても福祉避難所が
十分に機能しない状況が散見されている．
　熊本地震（2016）では 4月 14日の前震，16日の本震いずれも最大震度 7を記録し，熊本市で
は 24日の時点で約 40,000人が避難していたが，そのうち福祉避難所の利用は 104人にとどまっ
ていた．熊本市では 2002（平成 14）年度までに福祉避難所を 176施設指定し，1,700人の受け
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入れ枠を確保していたが，実際に福祉避難所を開設できたのは 34施設のみであった9）．原因と
しては，施設に問い合わせが殺到し現場が混乱するとして市民に広く開設を周知していなかった
ことのほか，既述したように，福祉避難所の利用対象者と想定されていなかった一般の避難者が
福祉避難所に直接避難し，施設側が受け入れられなかったことなどがあげられている．
　北海道胆振東部地震（2018）でも，同様のことが起こっている．札幌市は地震当日の 9月
6日と翌 7日に一般の避難所で要配慮者 2名を確認後，高齢者施設と障害者施設の二か所に福祉
避難所を設けて移動させたが，ホームページや一般の避難所で開設を公表せず，要配慮者 2名が
退所した 11日までに当該福祉避難所を閉鎖していた．一方で，市内の病院には排せつ等に配慮
が必要な難病患者が滞在しており，断水・停電のため病院が患者を一般避難所に移そうとしたと
ころ避難所が外国人観光客等であふれており移動を断念したが，その際も福祉避難所の説明はな
されなかった10）．
　いずれのケースも，協定を締結していた施設を福祉避難所として開設したにも関わらず，想定
以上の避難者が殺到して施設側が受け入れ困難になったり，行政側の情報提供が徹底されなかっ
たりしたために，福祉避難所が機能しなかったものと思われる．
　Ⅴ．考察
　本稿では，避難所及び福祉避難所の定義と運用に関する諸規定から福祉避難所の所期の目的を
確認し，福祉避難所構想の端緒となった阪神・淡路大震災における要配慮者の避難状況，近年の
福祉避難所の利用状況を概観してきた．福祉避難所が備えるべき設備要件，運営体制，要配慮者
への支援内容については，関連法や内閣府のガイドライン等で規定・指摘されているため，ここ
では福祉避難所が適切に機能し，適時に要配慮者に利用するための要素について述べたい．既に
ガイドライン等で言及されている内容もあるが，阪神・淡路大震災や近年の災害時における要配
慮者の避難状況を踏まえ，特に重要だと思われる点についてあげている．
　（1）平時からの情報の周知徹底
　福祉避難所は，災害発生時に一般的な避難所では生活に支障が想定される要配慮者（高齢者，
障害者，乳幼児，妊産婦，傷病者，内部障害者，難病患者など）を滞在させることを想定して指
定・開設される．バリアフリー構造など利用者が生活しやすい設備であること，介護・医療等に
使用される物資や器具が備えてあること，介護等専門職員が配置されていることなど，何らかの
配慮を行うに足る環境であることが求められている．だからこそ発災時に要配慮者が安心して避
難できるのである．
　このため，市町村は平時から福祉避難所に関する情報を広く周知し，特に要配慮者及びその家
族，関係支援機関に対しては周知徹底を図っておかなければならない．また，福祉避難所は避難
生活を送るにあたって特に配慮や支援が必要な避難者のために確保されるものであること，一般
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の避難所で生活可能な避難者に対しては，利用対象としないことについても周知しておく必要が
ある．熊本地震において福祉避難所が機能しなかった大きな要因はこの点が不足していたものと
推察する．
　さらに，災害発生時には一般の避難所においても福祉避難所の開設に関する情報を速やかに提
供し，要配慮者の利用に資する必要があると考える．
　（2）身近な福祉避難スペースや小規模施設の活用
　災害発生時，福祉避難所が開設されたとしても，そこまでの移動・移送が困難な要配慮者は自
宅近くの一般の避難所に避難することが想定される．このため，一般の避難所には適宜福祉避難
スペースを確保し，要配慮者が適切な支援を受けられるよう配慮する必要があり，そうしたス
ペースの存在もあらかじめ周知しておくべきである．
　また，福祉避難所自体が被災し開設できない場合を想定し，地域密着型サービス事業所など，
住民に身近なサービス事業所の地域交流スペースなどに一時的に避難できるよう，あらかじめ調
整しておくことも有効であろう．さらに集会所などの小規模施設等，地域に存する多様な施設を
避難所として指定し，避難者の受け入れ体制を平時から整えておくことにより，発災時に要配慮
者をはじめとする地域住民が避難しやすい仕組みを地域で確保しておくことが肝要である．
　（3）福祉避難所の機能分化
　内閣府が 2015（平成 27）年に行ったアンケート11）によると，福祉避難所として指定されてい
る施設分類で最も多かったのが「高齢者施設」（61％）であり，次いで「障害者施設」（18％），
「その他社会福祉施設」（7％）であった．その他「児童福祉施設」（3％），「特別支援学校」（1％）
と続いている．
　自治体によって要配慮者の構成が異なるのはもちろんであるが，要配慮者の属性によって配慮
の内容も大きく変わる．高齢者，障害者，乳幼児，妊産婦など，それぞれ固有のニーズがあり，
支援内容もさまざまである．「要配慮者」としてひとくくりにし，同じ福祉避難所で避難生活を
送ることにはやや無理があろう．
　このため自治体は福祉避難所の利用者の概数を把握する際，必要な配慮内容についても確認し
た上で，多様な種別の施設について福祉避難所指定を進めるべきである．高齢者施設が最も多く
指定されているが，乳幼児，妊産婦など少数のニーズに対応できる施設種別の指定も求められ
る．また入院の必要がない難病患者などについては病院を福祉避難所として指定するなど，地域
の要配慮者の属性に合わせた柔軟な対応が必要と言える．
　（4）発災時のシミュレーション・訓練の実施
　大規模災害が発生する度に被災者支援に係る新たな課題が確認され，検証委員会等で検証され
た後，法や規則が改正され，国や自治体の対応マニュアルが厚みを帯びてきている．しかし，法
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律が整備されマニュアルが充実しても，その内容を実行できなければ意味をなさない．福祉避難
所についても，設備を整え基準を満たす準備をしていたとしても，発災時に要配慮者が利用でき
なければその役割を果たすことはできない．
　内閣府のガイドラインは，本文中にも示されているように，災害発生前においては，福祉避難
所の確保・運営に関するチェックリストとして，災害発生後においては，福祉避難所の確保・運
営を行うための指針としての機能を持っているものであり，自治体が地域特性に応じたマニュア
ル等を作成するために参考にすることが期待されているものである．つまり，ガイドラインどお
りに備えることを求めているということではないのである．
　災害は規模も範囲も正確に想定することは困難であり，また自治体の地域特性によっても発災
時に必要とされる支援内容は異なる．このため，福祉避難所の利用対象者の把握を行い，要配慮
者の概数に見合った収容数が確保できるように福祉避難所の指定を進めることに加え，平時から
行政，福祉避難所の設置・運営に関して協定を締結した施設，要配慮者を含む地域住民がともに
シミュレーション・訓練を行い，発災時に要配慮者が福祉避難所を円滑に利用できるよう，指揮
命令系統や職員の動き，避難の経路や手段などを実際に確認しておく必要があるといえる．
　そしてこうした取り組みを通じ，地域住民が要配慮者の必要とする支援や配慮を承知しておく
ことは，発災時の備えとして有効である．福祉避難所が被災するなどして要配慮者が一般の避難
所に避難せざるを得ない状況になった場合などは，たとえ一時的であったとしても要配慮者と他
の避難者が同一空間で過ごすこととなる可能性は否めない．その際，避難所に要配慮者がいるこ
とを特別なことと思わず，可能な範囲で配慮や支援を行おうという意識と行動が，要配慮者の避
難生活をさらに強く支えるものとなることは確かであろう．
　Ⅵ．本研究の意義と限界，今後の課題
　本稿で述べている阪神・淡路大震災当時の状況は，筆者の当時の経験を叙述することにとど
まっているに過ぎない．とはいえ，発災後の避難所の混乱，被災者の様子，要配慮者の避難状
況，そして行政の動きについては，筆者が市職員として避難所支援および被災者に直接関わって
いたからこそ知り得たものであり，それらを基に福祉避難所の円滑な利用について必要な要素を
具体的に示すことができた意義は大きい．一方，阪神・淡路大震災当時，要配慮者やその家族が
避難生活を送る中で感じていた不便さや不安感は，彼らが吐露する言葉に耳を傾け聴取した内容
に基づくものである．未曽有の大震災により被災した要配慮者にインタビューなどできたはずも
なく，その思いを筆者が主観的に解釈している感は否めない．
　福祉避難所に求められる機能と円滑な利用に必要な要素を検討するにあたっては，被災し避難
生活を経験した要配慮者，および関係者の声を聴くことは不可欠であり，その声を活かしてこそ
要配慮者のニーズに応える避難生活を支援することが可能となる．辛い経験を語ることについて
の負担感に最大限配慮しながら丁寧なインタビューを行うことでデータ収集を行い，要配慮者お
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よびその家族，施設職員，地域住民，行政職員等の視点を含めて研究を実施することが今後の課
題である．
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